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厚労省が指針を公表！
「長期治療が必要な従業員」への対応のポイント

◆2月下旬に指針公表

人手不足が深刻化しつつある中、女性や高齢者、障害
者など、多様な人材の活用が重要になっています。

また、近年はがんや心臓病、脳卒中など長期にわたる
治療が必要な疾病を抱えながら働く従業員も増えてきま
したが、これらの方を支援する環境が整っている企業はま
だまだ少ないのが現状です。

そんな中、厚生労働省は、がん患者等の離職を防止し、
治療を受けながら働き続けられるようにするため、企業が
実施する支援策などを示した指針（事業場における治療
と職業生活の両立支援のためのガイドライン）を2月下旬
に公表しました。

◆指針の特徴は？

この指針では、職場における意識啓発のための研修や
治療と職業生活を両立しやすい休暇制度・勤務制度の
導入などの環境整備、治療と職業生活の両立支援の進
め方に加え、特に「がん」について留意すべき事項をとり
まとめています。

◆指針のポイント

今回の指針のポイントは以下の通りです。長期治療が
必要な従業員に対しても配慮するため、企業には主に以
下の内容を参考にした取組みが求められることになります。

（１）治療と職業生活の両立支援を行うための環境整備

・労働者が安心して相談・申出を行える相談窓口を
明確化
・時間単位の休暇制度、時差出勤制度などを検討・
導入
・主治医に対して業務内容などを提供するための様式
等を整備

◆助成金の概要

労働移動支援助成金は、事業規模の縮小等により離職
を余儀なくされる労働者等に対する再就職支援を職業紹
介事業者に委託したり、求職活動のための休暇を付与し
たりする事業主に支給する制度です。

平成26年3月より、送り出し企業に支給される再就職支援
奨励金の支給対象が拡充され、中小企業だけでなく大企
業にも支給されることになりました。また、受入れ人材育
成支援奨励金が創設されています。

◆支給要件厳格化の具体的な内容

今後、厚生労働省は企業が助成金を申請する際に、退
職者本人の署名や住所の記入を求めることに加え、人材
会社が企業にリストラを提案したりしなかったかどうかを確
認し、問題があった企業には助成金の返還を求めること
を検討しています（具体的な要件は3月末に決定する予
定）。

今後、労働移動支援助成金を利用する際には、従業員
の意思を尊重し、退職勧奨とならないように十分注意する
必要があります。

４月の税務と労務の手続［提出先・納付先 ]

11日

○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付

［郵便局または銀行］

○雇用保険被保険者資格取得届の提出
＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞

［公共職業安定所］
○労働保険一括有期事業開始届の提出
＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞

［労働基準監督署］

15日
○給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

［市区町村］

5月2日
○預金管理状況報告の提出［労働基準監督署］

○労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、
１月～３月分＞［労働基準監督署］

○健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

○労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書
の提出［公共職業安定所］

○外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない
場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］

（２）治療と職業生活の両立支援の進め方
・労働者が事業者に支援を求める申出（主治医による
配慮事項などに関する意見書を提出）
・事業者が就業上の措置などを決定・実施（「両立支援
プラン」の作成が望ましい）

（３）がんに関する留意事項
・治療の長期化や予期せぬ副作用による影響に応じた
対応の必要性
・がんの診断を受けた労働者のメンタルヘルス面へ
配慮

◆職場の理解・協力が不可欠

ある調査では、がん罹患後も離職せず、同じ勤務先で仕
事を継続できた最大の理由は「職場の上司や同僚の理
解・協力があったため」との結果が出ています。

職場の環境整備とともに、重要なポイントの1つと言えるで
しょう。

「労働移動支援助成金」悪用による影響で

支給要件厳格化へ

◆助成金を利用してリストラ？

厚生労働省は、人材会社が「労働移動支援助成金」を利
用して退職勧奨を行っているという指摘を受け、4月から支
給要件を厳格化する方針を固めたようです。

これは、人材会社が人員削減等を計画する企業にリスト
ラのノウハウを提供し、対象となった従業員の再就職支援
の委託費用の一部を人材会社が利益として得ているとして、
国会で問題視されていたものです。

また、人材会社が関与したケースでは、企業が評価の低
い「非戦力（ローパフォーマンス）社員」をリストアップし、退
職を迫っていた例もあったようです。


